
取引DPF消費者保護法に関する
取組について
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https://www.onlinemarketplace.jp/

オンラインマーケットプレイス協議会（JOMC）
2020.8.24設立

消費者にとってより安全・安心な取引環
境の構築に貢献し、オンラインマーケッ
トプレイスの健全な発展を促すこと

１ 会員各社の自主的取組の公開
２ 外部関係機関との意見交換
３ 会員内部の意見交換

目的

活動内容

https://www.onlinemarketplace.jp/
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会員企業 2022年5月時点：12社
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https://www.onlinemarketplace.jp/initiatives/１ 自主的取組の公開
一覧ページ

各マーケットプレイスの
取組紹介ページへ

CtoC主体のマーケットプレイス

BtoCのマーケットプレイス

各マーケットプレイスの
取組紹介ページの大項目
について説明

https://www.onlinemarketplace.jp/initiatives/
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各マーケットプレイスのページ（例）

サービスロゴ
（サービスサイ
トにリンク）

運営会社名（会社概要にリンク）

サービスサイト（例：楽天市場）の
該当ページにリンク

https://www.onlinemarketplace.jp/initiatives/initiatives_detail07/

https://www.onlinemarketplace.jp/initiatives/initiatives_detail07/


各マーケットプレイスの取組紹介ページにおける取引DPF法の法定指針に関する項目

• 既に行っている取組を、項目に合わせて整理したうえで紹介しているDPFが多い
• 消費者からの苦情の申出を予防するための措置については、従来から紹介していた、「商品や広告等表示

に関する取組」や「安心してマーケットプレイスをご利用いただくための取組」でカバーされている



自主的取組の開示（取引DPF法の努力義務の内容の開示を含む）によって期待すること
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消費者の選択

• 各マーケットプレイスの特徴を横に並べて見ることで、消費者がより自分に
合った場を選択しやすくなる。

• 取組を開示しているマーケットプレイスと、開示していないマーケットプレ
イスを比較し、取引の場として前者を選ぶようになる。

自主的取組の改善

他サービスでの取組内容を知ることで、オンラインマーケットプレイス運営事業
者が自らの取組を見直し、改善することができる。

行政・消費者団体等との対話

現在の取組状況を整理して示すことにより、消費者取引の新たな課題について情
報提供いただき、迅速な対応に繋げることができる。
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２ 外部関係機関との
意見交換

３ 会員内部の
意見交換

https://www.onlinemarketplace.jp/news/

オンラインで月1〜2回開催

https://www.onlinemarketplace.jp/news/


官民協議会の枠組みの中で検討すべき実践的・実務的な課題について
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 法定指針に基づく取組を実施するインセンティブをどのように高めていくか

• 取引DPF消費者保護法の周知をいかにしていくか
• トラブルを回避したい消費者が、取組を実施・開示しているDPFを利用し、そうでないDPF

の利用を避けるようになるにはどうしたらいいか
• 消費者がECサイトやDPFを利用するに際して、どのような観点から選択しているか、把握や

観測はどのようにしたらよいか
• トラブルが多く取組を実施していないDPFについて、どのような対応が考えられるか

 法定指針に基づく取組の実施や開示請求への対応を進めていく中で、どのよ
うな課題があり、どのように対処すべきか


